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(3)我が国におけるＰＣＢ廃棄物処理の状況

○ 前述のとおり、昭和６３年から平成元年に鐘淵化学工業高砂事業所で５,５０

０ｔの液状ＰＣＢ廃棄物の高温焼却による熱分解処理が行われた。これは、ＰＣ

Ｂを製造した鐘淵化学が回収し、保管をしてきた液状廃ＰＣＢを１，４５０度の

高温の炉内に噴霧して滞留時間約２秒間で熱的に破壊し、無害化する方法により

行われ、分解効率９９．９９９９９９％（エイトナイン）を達成した。このよう

に高温焼却による熱分解処理は、技術的に確立されており、ＰＣＢの確実な分解

は可能であるにもかかわらず、これ以外には （財）電気絶縁物処理協会が中心、

となって回収・処理体制が構築されるべく努力がなされてきたが、処理施設建設

候補地の地方公共団体、住民の理解が得られないなどの理由で処理体制の構築は

できなかった。

○ 焼却処理は、熱的に廃棄物を分解し、残さを安定化させることのできる確立し

た技術であるが、ダイオキシン類問題等も背景とし、焼却処理に対する忌避感は

近年高まっており、通常の産業廃棄物の焼却処理についても立地が困難になって

いる。難分解で有害なＰＣＢを含む廃棄物の高温焼却による熱分解処理を行う施

設の立地は現実的には極めて困難であり、現時点では、立地できることが期待で

きる状況にはない。

○ このような状況の下、１９９０年代半ば以降、環境庁、厚生省及び通産省（当

時）の連携の下でＰＣＢを化学的に分解処理する技術の開発促進、評価が実施さ

れるとともに、民間企業による技術開発・実用化が着実に進められ、平成１０年

から廃棄物処理法の処理基準に廃ＰＣＢ等の分解方法として、脱塩素化分解法等

。 、の化学的に分解処理する方法やＰＣＢ汚染物の洗浄等が位置付けられた その後

これらの化学的に分解処理する技術を用い、自ら技術開発・実用化を行ったＰＣ

Ｂ廃棄物保管企業による自社処理が十数件実現している（表2-2 。）

○ しかしながら、ＰＣＢ廃棄物を保管する事業者の需要に応じてその処理を事業

、 。 、として行う処理施設の立地は これまでのところ実現には至っていない これは

ＰＣＢ廃棄物保管企業による自社処理が、自らの保管分のみを処理するものであ

るのに対し、処理事業は、他の保管事業者の需要に応じて他人の保管分を処理し

事業収益をあげようとするものであること等、立地地域の理解を得ることが困難

な事情があるからであると思われる。通常、処理しなければならない廃棄物があ

り、その廃棄物を処理するサービスを提供できる技術及び能力を有している者が

いる場合、需要と供給の関係から、市場原理の下で廃棄物処理事業が成立すると

考えられるが、ＰＣＢ廃棄物については処理の需要があっても、処理サービスを

供給する前提となる処理施設の立地が進まず、このままでは処理の目途がいつま

でも立たない状況にあるといえる。
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表2-2 化学処理技術によるＰＣＢ自社処理の実例（その１）

実施企業 住友電気工業（株） （株）荏原製作所

処理技術 金属ナトリウム法（OSD法） アルカリ触媒分解法（BCD法）

施設許可 平成11年11月11日 平成11年10月13日

処理能力 高濃度ＰＣＢ油 40Ｌ/日 高濃度ＰＣＢ油 10ｋｇ/日

低濃度ＰＣＢ油 3,000Ｌ/日

処理期間 平成11年12月13日～平成12年2月9日 平成12年1月13日～平成12年12月21日

実施場所 同社大阪製作所内 大阪市 既に撤去 同社藤沢工場内（神奈川県藤沢市）（ ）「 」

実施企業 日本曹達（株） 東京電力（株）

処理技術 金属ナトリウム分散体法（SD法） 化学抽出分解法

施設許可 平成11年12月24日 平成12年9月1日

処理能力 高濃度ＰＣＢ油 4ｋｇ/日 低濃度ＰＣＢ油 1,000Ｌ/日

（ ）処理期間 平成12年1月20日～（継続中） 平成13年10月16日～ 約10年間を予定

実施場所 同社二本木工場内（新潟県中頸城郡） 同社横浜火力発電所隣接地（横浜市）

実施企業 三菱重工業（株） 東京電力（株）

処理技術 水熱分解法 化学抽出分解法

施設許可 平成12年12月20日 平成13年3月30日

処理能力 12ｋｇ/日（100％ＰＣＢ換算値） 低濃度ＰＣＢ油 1,000Ｌ/日

処理期間 平成13年1月～ 平成14年3月～ （約10年間を予定）

実施場所 同社長崎造船所内（長崎県西彼杵郡） 同社千葉火力発電所隣接地（千葉市）

実施企業 東京電力（株） 北陸電力（株）

処理技術 化学抽出分解法、洗浄処理 金属ナトリウム分散体法（ＳＤ法）

施設許可 平成13年5月22日 平成13年7月9日

低濃度ＰＣＢ油 5,000L/日、1,000KL/年処理能力 低濃度ＰＣＢ油 6,600L/日

容器洗浄 140ｔ/日 高濃度ＰＣＢ油 500L/日、100KL/年

処理期間 低濃度ＰＣＢ油処理：平成14年9月～ 平成15年度～ （約10年間の予定）

容器洗浄：平成15年6月～（約10年間を予定）

実施場所 同社東扇島火力発電所隣接地（川崎市） 同社富山火力発電所内（富山市）

実施企業 古河電気工業（株） 日本曹達(株)

処理技術 金属ナトリウム法（OSD法） 金属ナトリウム分散体法（SD法）

施設許可 平成13年7月13日 平成13年7月13日

処理能力 高濃度ＰＣＢ油 160L/日 高濃度ＰＣＢ油 20ｋｇ/日（100％Ｐ

ＣＢ換算値）

処理期間 平成13年11月～平成14年1月 平成14年3月～平成14年末

実施場所 同社千葉事業所（市原市） 同社高岡工場（富山県高岡市）

実施企業 （株）東芝 関西電力(株)

処理技術 光分解法（UV触媒分解法） 有機アルカリ金属分解法（t-BuOK法）

施設許可 平成13年11月30日 平成14年2月13日

低濃度ＰＣＢ油 36kL/日,容器洗浄 96台/日処理能力 高濃度ＰＣＢ油 4.6kg/2日

処理期間 平成14年8月30日～（約4年間の予定） 低濃度ＰＣＢ油処理：平成15年末～ 約（

10年間の予定）

（ ）容器：平成15年末～ 約12年間の予定

実施場所 同社電力産業システム技術開発センター 此花区梅町（大阪市）

（川崎市）
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表2-2 化学処理技術によるＰＣＢ自社処理の実例（その２）

実施企業 三菱重工業（株） 阪神溶接機材(株)

（ ）処理技術 ＭＨＩ化洗法 金属ナトリウム分散体法 ＳＰﾌﾟﾛｾｽ法

施設許可 平成14年3月26日 平成14年7月9日

処理能力 コンデンサー容器 1台／日 高濃度ＰＣＢ油 3.6L/日

処理期間 平成14年3月27日～（未定） 平成14年9月～10月（約1か月の予定）

実施場所 同社長崎造船所内 同社岡山工場内

実施企業 日本製鋼所（株） 三菱化学（株）

処理技術 超臨界水熱酸化分解 プラズマ分解方式

施設許可 平成14年10月15日 平成１５年３月５日

処理能力 高濃度ＰＣＢ油 6kg／日 高濃度ＰＣＢ 120kg／日

処理期間 平成15年２月25日～３ヶ月程度 平成16年３月～平成17年５月（予定）

実施場所 同社室蘭製作所構内 同社四日市工場内

(4)ＰＣＢ特別措置法及び環境事業団法に基づく対策

○ こうしたことを踏まえ、ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理を推進するため、

平成１３年６月に「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別

」（ ） 「 」 、措置法 ＰＣＢ特別措置法 の制定及び 環境事業団法 の一部改正が行われ

ＰＣＢ廃棄物保管事業者に対して期間内の処分義務や保管状況等の届出義務を課

すとともに、費用負担能力の小さい中小企業による処理を円滑に進めるための助

成等を行う基金（ＰＣＢ廃棄物処理基金）の創設や、環境事業団を活用した拠点

的な処理施設整備の推進など、ＰＣＢ廃棄物の処理体制の構築に向けた施策を実

施することとされた（図2-7 。そして、平成２８年７月までにわが国におけるＰ）

、 。ＣＢ廃棄物の処理を終えるという目標を立てて これらの施策が実施されている

○ ＰＣＢ特別措置法等が制定された国会においては、これまで処理体制が構築で

きなかったこと、ＰＣＢ廃棄物の不明・紛失が発生してきたこと、化学的に分解

処理する方法の実用化・処理の実施の萌芽がみられてきたこと等に関して審議が

行われ、高額な処理費用を要する化学的に分解処理する方法も前提として、ＰＣ

。 、Ｂ特別措置法等に基づき処理体制の構築等の施策を進めることとされた その際

立地が進まなかった経緯を踏まえたリスクコミュニケーションを通じて住民等か

らの理解を得ること、安全性の確保、情報の積極的な公開、処理に当たってのコ

ストの抑制・削減への十分な配慮等が決議された。

○ ＰＣＢ特別措置法及び環境事業団法に基づく施策として、環境事業団による拠

点的な広域処理施設の立地の具体化が進められてきている。これまで、立地地方

公共団体の理解と尽力によって、北九州市、豊田市、東京都、大阪市及び室蘭市

において拠点的な広域処理施設の立地が具体化し、九州・四国・中国の１７県、

近畿の２府４県、東海の４県、首都圏の１都３県及び北海道の３２都道府県の区

域を対象とした施設の建設に向けた取組が進められている（図2-8及び表2-3 。）

一方で、北陸、北関東甲信越、東北の１５県では、一部の県と環境省及び環境事

業団による取組が進められたが、いまなお、立地の具体化には至っていない。
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○ また、ＰＣＢ特別措置法では、環境事業団による拠点的な広域処理施設の整備

によるＰＣＢ廃棄物の全国的な処理体制構築を中心とするＰＣＢ廃棄物の処理を

総合的・計画的進めるため、環境大臣がＰＣＢ廃棄物処理基本計画を定めること

、 （ 、 、 ） 、とされ 都道府県又は政令市 北九州市 豊田市 大阪市 は基本計画に即して

その区域内のＰＣＢ廃棄物の処理に関する計画としてＰＣＢ廃棄物処理計画を定

めることとされている。

○ 現在、環境大臣の定める基本計画が立案中であるが、その中では、上記の立地

の具体化を踏まえ、北九州市、豊田市、東京都、大阪市及び室蘭市における環境

事業団の拠点的な広域処理施設整備を推進するとともに、その他の地域について

は拠点的な広域処理施設の立地具体化を図るため、国、環境事業団及び地方公共

団体の一体となった取組を進めることとされている。また、多種多様なＰＣＢ廃

棄物のうち、まずは高圧トランス等の電機機器等を処理の対象物の中心として拠

点的な広域処理施設の整備を進め、小型の電機機器、感圧複写紙、ウエス等のそ

の他のＰＣＢ廃棄物については、効率的な処理ができるように適切な技術の活用

等を推進し、処理体制の整備について早急に検討を進めるとされている。なお、

高圧トランス等の中にも、超大型で搬出又は運搬ができず、保管又は使用されて

いる場所において液抜き及び解体が必要となる場合があるとされ、こうした取扱

いが拠点的な広域処理施設での処理の前提となるとされている。

○ 本中間とりまとめでは、このようなことを踏まえ、立地が具体化している北九

州市、豊田市、東京都、大阪市及び室蘭市の５事業を検討の対象とする。また、

高圧トランス等が処理対象物の中心とするものであることや、これ以外の多様な

ＰＣＢ廃棄物については効率的な処理ができる適切な技術の活用を推進するとさ

れていることを考慮して、検討を行う。
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ポリ塩化ビフェニル廃棄物適正処理推進特別措置法、環境事業団法の一部改正

図2-7（その1）　ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の早期処理の実現に向けて
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　・全体（高圧トランス、コンデンサ）
　　　　　　　　　　　　　　　　39万台
　　　紛失不明 1.1万台
　　　未報告 1.5万台

国際的にも取組みが必要
　

・先進国の中でも処理が進んで
　いない日本
　　　ＥＵは2010年に処理を完了
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ポリ塩化ビフェニル廃棄物の早期処理体制を
構築するための法制化が必要
　●保管・処理状況の届出の義務づけ
　●一定期間内処分の義務づけ
　●国による広域的な処理体制の確保
　●費用負担能力の小さい中小企業の処理の
　　　円滑な推進のための助成等の基金
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図2-7（その２）　ＰＣＢ廃棄物の処理促進のスキーム




